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BOPマーケティングの一視角
―「貧困層」を消費者にするために―
石 川 和 男＊
Abstract
In the present world, about 1/6 of population people live for one
dollar or less a day. The consumer in the advanced country should
support it so that the poorest segment of the population may grow
up to the consumer though the influence that poverty brings is
variously pointed out. The one cut is “ fair trade”, and it is neces-
sary to work for the enterprise as part of the social responsibility.
Especially, the big enterprise should take the lead and it work.
Moreover, the infiltration of the concept of “ the social responsi-
bility consumption(SRC)” of it is not concluded voluntarily but
paying attention even to the procurement source is necessary for
the consumer in the advanced country for our consumption. The
enlightening activity to make the responsibility of the consumer
in the advanced country conscious is necessary for solving prob-
lems of poverty though it is not possible to recognize with a famil-
iar problem.
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1．はじめに
世界では 2004年の推計で，約 9億 6900万人が 1日
1ドル未満で生活している。また，1日の収入が 50セ
ント未満の極度の貧困者が，世界で約 1億 6200万人
も存在している。これまで世界銀行や国際援助機関
は，1日 1ドル未満で生活する人々を「貧困層」とし
てきたが，世界銀行は，08年の経済成長・インフレ
考慮で貧困層を1日1．25ドル未満として再定義した。
この再定義に基づくと，2005年時点で途上国人口の 4
人に 1人である 14億人が貧困層となる。数字の上で
は，途上国の 2人に 1人が貧困層であった 1981年の
19億人よりも減少したことにはなる。
これまで貧困問題についてはさまざまな取り上げ方
がなされてきたが，貧困がもたらす影響として，過酷
な労働・児童労働，治安の悪化，テロの誘発，自然環
境の破壊等が指摘されている。また貧困層を研究対象
とし，彼らの生活を豊かにするための学問的アプロー
チは，これまで開発経済学等でなされてきた。本稿で
は，貧困層が自ら財やサービスを選択し，購入する
「消費者」へと成長し，営利企業など組織のマーケ
ティング活動の対象とするために，先進国の個人や組
織による取り組み等を「フェアトレード」「企業の社＊ 専修大学商学部教授
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会的責任」「消費者の社会的責任消費」という視点か
ら考察していきたい。また，貧困層を消費者にするた
めには，先進国の消費者の理解や支援が必須である。
したがって，先進国の消費者における，貧困問題・貧
困層への理解を深める必要があることから，消費者啓
発の視点からも考察していきたい。
2．フェアトレードとわが国企業の取り組み
（1）フェアトレードの概念
フェアトレードとは，池上（2007）は「いわゆる途
上国に住む『貧しい』人びとの生産物に対して，消費
者が公正な価格を支払い，そのような取引を通じて彼
らの経済的自立と社会発展を実現しようとする取り組
み」1）としている。また，三浦（2008）は「アジアや
アフリカ，中南米などの農産物や手工芸品を，買いた
たくのではなく『公正』な価格で，生産者から直接買
い付けてくるビジネスのあり方であり，国際協力の運
動でもある」2）としている。このようにフェアトレー
ドには，貧困問題の解決手段としての，大きな役割を
果たすことが期待されているといえよう。
フェアトレードの要件は以下の 2つである。
① 途上国の生産者から，生産・製造コストを上回る
価格で製品や農産物を購入し，生産・製造方法も環
境に配慮するなど持続可能な方法を採用していると
ころを選択していること
② 市場価格に関わらず最低購入価格を保証する長期
契約を結び，生産者の雇用を安定させる，あるいは
前払いで支払い，設備投資資金を確保することもあ
る
2つの要件を見ると，通常のわれわれ先進国の消費
者の身近で行われているトレード（取引）は，フェア
（公正）でないと判断される。つまり，われわれ先進
国の消費者は，途上国の生産者の生産コストを下回る
価格で仕入れた商品を，流通業者の手を経て入手して
いることになる。さらには，その商品は環境負荷の高
い生産方法によって生産され，一時的利得を得ようと
する流通業者により，われわれ消費者がそれを手に
し，われわれの生活の一部が形成されているといえる
だろう。
（2）フェアトレード運動
フェアトレード自体は，1950年代から 60年代に欧
米の非政府組織（NGO）の活動が嚆矢とされ，わが
国でも「草の根貿易」として裾野を広げ，90年代以
降活発になった。現在は NGOだけでなく，民間の会
社組織が手がけていることも多い3）。そして，フェア
トレード運動によって，その発祥地であるヨーロッパ
では年率 20％程度でフェアトレード市場が拡大して
いるといわれる。その拡大契機は，これまで 100％プ
ライベートブランドの小売店として有名であったイギ
リスの大規模小売業者であるマークス・アンド・スペ
ンサー（Marks ＆ Spencer）が，自身の店舗で販売す
る紅茶とコーヒーをすべてフェアトレード商品に切り
替えたことにより，大規模小売店の店頭においても
フェアトレード商品が並んだ影響が大きいといえる。
フェアトレード概念や運動がわが国へ導入されたの
は，1990年代半ば，国際フェアトレード連盟（IFAT）
などの協力団体などが品質やデザインを指導し，消費
者に受容されるものづくりを支援するようになって以
降である。ただ，わが国にフェアトレードが紹介・導
入されて，10年以上が経過しているが，わが国の
フェアトレード市場は推定約 35億円で，欧米と比べ
るとかなり規模が小さいものである4）。
フェアトレード運動の具体的実践としては，フェア
トレード基準を多くの団体が設定している場合が多
い。そして，当該団体や組織が設定する基準に適合し
た製品（商品）を認証し，ラベル表示で差別化する国
際組織が設立されている5）。そのような組織には，①
国際フェアトレード連盟（IFAT），②国際的な認証団
体FLO（FairtradeLabellingOrganizationsInternational）
認定製品，③MAX HAVELAAR財団6）などがあげられ
よう。
（3）わが国企業のフェアトレードへの取り組み事例
わが国企業のフェアトレードへの取り組みは，1990
年代から開始されるようになったが，最近のメディア
報道によるわが国企業や組織の取り組みを表 1に整理
した。
表 1からわかるように，わが国でフェアトレードを
手がけている企業は，大企業ではなく，ほとんどが中
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小零細企業である。ただ，これまでわが国の中小零細
企業のイメージは，大規模企業の下請的イメージの強
い企業であったが，現在フェアトレードに取り組んで
いる企業は，フェアトレードをわが国に浸透させよう
とするモチベーションの高いベンチャー企業の特徴を
持った企業が多いといえる。
また，直接フェアトレードで仕入れた商品を販売す
る企業が設立される一方で，フェアトレードによって
調達された商品を仕入れ，当該商品を取り扱う（再販
売する）大規模小売業者もみられるようになった。こ
れまでメディアに取り上げられたものとして，大規模
小売業では，以下の 5社があげられよう。
① 小田急百貨店（「フェアトレードバレンタイン」
として 2008年 2月 6日から 14日までの期間限定
で実施）
② イオン（「消費者から日々の買い物を通して社
会貢献したいという意見が寄せられた」ため，
2003年からフェアトレード・コーヒー発売）
③ 良品計画（2007年 10月からフェアトレードの
紅茶を発売，売上高は計画比 1．5倍）
④ ミニストップ（2008年 4月からフェアトレー
ド果汁飲料を発売）
⑤ 島屋（2008年 8月からフェアトレードで調
達した Tシャツ販売開始）
ただ，現在は，わが国の大規模小売業者が，大々的
にフェアトレード商品を品揃えするという段階までに
入っておらず，自身を取り巻く社会環境の変化を観察
しながら，「おつきあい」，「様子見」といった段階で
あるといえる。
（4）わが国市場におけるフェアトレードの小規模性
2005年から 06年の間に世界でフェアトレード・ラ
ベルが貼付された商品の推定小売価格は，統計によっ
てかなり差があるが，1700億円から 2600億円へと拡
大した。特にフェアトレード市場が急速に成長してい
るのは，スウェーデン，フランス，アメリカなどであ
る。04年から 05年の全体の販売量でアメリカが 60
％，フランスが 57％，スウェーデンが 69％の成長率
となっている。特にその規模が大きい市場は，アメリ
カとイギリスであり，両国で約 900億円のフェアト
レード・ラベル製品が販売されている。また，フェア
トレード・ラベル商品の市場普及率が大きい国は，ス
イスとオランダである。スイスでは 04年に 1人当た
り消費額は 2949円，イギリスで約 508円であった。
一方，わが国はわずか 2．9円であり，フェアトレー
ド・ラベル商品の売上は，05年の約 4億円から，06
年は約 8億円と倍増したが，ヨーロッパ，北米とは比
較にならないほど少ない7）。そして，特定非営利活動
法人フェアトレード・ラベル・ジャパン8）は，わが国
でのフェアトレード認証製（商）品の取扱企業数とフェ
表 1 わが国におけるフェアトレードに取り組む企業・組織
企業・組織 コメント
第三世界ショップ
（東京，目黒区）
1986年にフェアトレードを開始。現在はフェアトレードをベースに，コミュニティトレー
ドを推進。
フェア・トレード・カンパニー
（東京，世田谷区）
1995年に誕生した環境と共存できる公正な貿易「フェアトレード」を行う会社組織。創立
者サフィア・ミニーが 1991年に結成したNGO「グローバル・ヴィレッジ」のフェアトレー
ド事業部門。
ぐらするーつ
（東京・豊島区）
1995年に設立し，フェアトレード，エコロジー，オーガニック，平和などをテーマとした
商品の輸入，卸売，小売，通信販売，イベント企画，情報収集とさまざまなサービスを手
がける。
マザーハウス
（東京都中央区）
2006年に設立し，発展途上国におけるアパレル製品及び雑貨の企画・生産・品質指導，同
商品の先進国における販売を手がける。
スローウォーターカフェ
（東京江東区）
2003年，明治学院大学で文化人類学などを学んだ 4人がエクアドルの森と暮らしを守るた
めに設立。環境に配慮しながら作ったカカオや麻などの素材を使い，雑貨やコーヒーを販
売。
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アトレード認証製品の国民 1人当たり購入額を示して
いるが，わが国は先進国中，最下位である。
それでは，なぜわが国では，フェアトレード製品の
購買が進まないのであろうか。それはフェアトレード
について，わが国における理解度の低さが第一の原因
としてあげられよう。しばしば新聞等に出てくるカタ
カナ用語に対する理解についての日本経済新聞社調査
では，「フェアトレード」の意味は，23％しか理解さ
れていない9）。フェアトレード商品以外でもそうであ
るが，まずその認知度・理解度を上げないことには，
その概念・理念の浸透や活動の拡大は望めない。それ
ではなぜフェアトレードに対する認知度や理解度をわ
が国ではあげようと努力しないのか。また，フェアト
レードに対して消費者啓発を行わないかという疑問が
湧いてくる。
3．企業の社会的責任としてのフェアトレード
（1）企業におけるフェアトレードの位置づけ
フェアトレードは，取引当事者である個人同士でも
成立するが，通常は，個人対組織，あるいは組織対組
織という関係での取引を想定した方が適用可能性が高
くなる。特にこれまでの取引において，不利な状況に
おかれていた発展途上国の生産者は，先進国の製造業
者，流通業者との取引において，今後どのような展開
を望んでいるのであろうか。また，先進国の製造業者
や流通業者は，どのような立ち位置で発展途上国の生
産者との取引に臨むべきであろうか。先進国の企業が
今後とるべき方向性の，1つには，企業の社会的責任
（CSR : Corporate Social Responsibility）の一環として
のフェアトレードへの取り組みがあげられよう。
CSRについては，かなり長い期間，多くの機関や
立場から，取り上げられてきた。特に昨今の CSRに
ついては，これまで以上に関心が高くなっている。ま
た，CSRの高次化については，図 2に示している通
りである。
森本（1995）によると，先進国の企業が CSRの一
環としてフェアトレードに取り組む段階は，経済的責
任の段階でも一部存在し，制度的責任から社会貢献の
段階への中間に位置するととらえられよう。先進国の
企業によるフェアトレードへの取り組みは，CSRの
一環としてとらえられるものであったり，発展途上国
の人々や生活・環境保全に関わるコストを企業やその
先にいる消費者が負担し，地球の持続可能性を高める
狙いがある。ただ，フェアトレードが先行したヨー
ロッパに比べると，わが国での実績は微々たるもので
あるといわざるを得ない10）。したがって，今後わが国
の企業が，消費者を巻き込んだ CSRに育てられるの
かについて注目されよう。
また，企業にとっては CSRを忠実に遂行している
だけでは，企業にとってのメリットは限定される。さ
らに拡大するためには，CSRに関わる分野において
図 1 フェアトレード認証製品の取扱企業数と当該製品国民 1人当たり購入額
（出所）特定非営利活動法人フェアトレード・ラベル・ジャパン
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④社会貢献
③制度的責任
②経済的責任
①法的責任
①　法的責任：営利組織を含むすべての
社会構成員に要請される責任
②　経済的責任：企業の社会的機能に関
わる責任（ステークホルダーの期待
に応える）
③　制度的責任：社会的制度としての企
業に関わる責任（倫理規範の遵守，
情報公開など）
④　社会貢献：自発的遂行が期待される
社会関与やフィランソロピー
も，消費者に訴えるビジネスが必要であろう。つま
り，企業にとっては利得の可能性を探ることが必要で
ある。ただ，経営者にとって社会性と事業性を両立さ
せるのは難しく，その実践には多くの困難がつきま
とっている。それはわが国の大企業にとって，特に発
展途上国でのビジネスで先行している総合商社などで
は，ハード事業や素材関連事業だけでは，消費者の認
知度がなかなか向上しないという問題もある。そし
て，これらのことが報道されても関心がある消費者は
少なく，認知度や理解度が向上しない。それは大規模
小売業でも同様で，フェアトレードされた Tシャツ
やコーヒーの品揃えを増加させてはいるが，売場をす
べてフェアトレードで調達した商品へと変化させるこ
とは難しい。そこには顧客の期待に対応するために，
常に安定した商品量を品揃えしなければならないとい
う問題と，品質水準を常に一定に保つという問題があ
るためである。そして，先にも取り上げたように，
「フェアトレード」という言葉の認知度や理解度がま
だ低いため，高価格を消費者に受け容れてもらえる状
況にはないともいえる。その点からも，フェアトレー
ドは先進国の消費者にも社会的責任（消費責任）のよ
うなものを求める仕組みであるといえる。
（2）フェアトレードの事業性と新たな方向性
フェアトレードは，直接取引に関係する途上国の生
産者と先進国の製造業者・流通業者の関係だけを改善
しようとするのではなく，新たな方向性も必要であ
る。その方向には，「フェアトレード」と「ファッ
ション性」というこれまで両立が難しいと思われてい
た両者が接近し，新たな市場を生み出しつつあること
が指摘されている11）。つまり，先進国の消費者にとっ
て，フェアトレード製品はフェアトレードされたとい
う訴求点しか持ち得なかった。その訴求点は，どちら
かといえば当該商品の見えない（可視化できない）部
分であった。したがって，フェアトレードの意味を知
る消費者にだけしか理解されず，わが国の消費者には
高価格を支払ってもらうことができなかった。
可視化できないものを消費者に訴求するには自ずと
限界がある。また，意味を訴求するにも限界が現れて
くる。そこで，アパレルメーカー，アパレルの流通業
者は，ファッション性という可視化できる要素を訴求
する状況になったのである。フェアトレード製品でも
食料品以外は，ファッション要素を入れることが可能
である。したがって，途上国の生産者に対して先進国
の製造業者・流通業者が，ファッション要素を取引以
前の段階あるいは生産以前の段階において伝達する必
要がある。このようなコミュニケーションを行うこと
で，フェアトレードが当事者間で，より広がる可能性
も出てくるだろう。
（3）社会的責任投資に対する消費者の関心の高揚
企業などの営利組織が，その事業活動を通じて社会
図 2 企業の社会的責任の高次化
（出所）森本三男（1995）『経営学』（財）放送大学教育振興会，pp．111―113 より作成
したものを，石川和男（2007）『商業と流通』中央経済社，p．248 から引用
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図 3 企業の社会的責任についての関心
（出所）環境省（2003）「社会的責任投資に関する日米英 3か国比較調査報告書―我が国における社
会的責任投資の発展に向けて―」
図 4 関心がある企業の取組領域
（出所）環境省（2003）「社会的責任投資に関する日米英 3か国比較調査報告書―我が国における社
会的責任投資の発展に向けて―」
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的責任を果たすことは，かなり以前から要求されてい
た。少し以前からは，投資家が社会的責任を積極的に
果たしている企業の株式や社債を購入する社会的責任
投資（SRI : Socially Responsible Investment）という
行動もその認知度・理解度が上昇し，実際にそのよう
な行動をとる投資家もみられるようになってきた。こ
の背景には，①企業の社会に及ぼすさまざまな影響が
重要視されるようになってきていること，②環境，廃
棄物問題などでキーワードとされる経済成長の持続可
能性への認識向上，③ IT化の進展で企業の反社会的
行動が瞬時に世界中に知られてしまうこと，などがあ
ろう。
図 4からわかるように，わが国での SRI意識は，他
国に比べて特異な点が調査で明確にされている。2003
年の環境省による調査では，①企業の社会的責任につ
いての関心について，わが国では 8割以上の人が関心
があるとし，イギリスやアメリカに比べても若干多い
状況であった。②関心がある企業の取り組み領域は，
わが国では「顧客への健康配慮」では目立ったが，
「雇用」「健康・安全」「児童労働等回避」「コミュニ
ティへの貢献」では劣っていた。この調査からいえる
のは，CSRの関心は，当時，大企業，中小企業を問
わず，さまざまな企業の不祥事がマスコミを賑わし，
世間の関心が CSRに集中していたことがその背景に
あろう。したがって，その文脈から，わが国の消費者
が関心がある企業の取り組み領域が「顧客に対する健
康配慮」において高いことも理解可能である。まさに
自分たち自身の「身の安全」を重視しているわが国消
費者の姿が浮上している。それは，児童労働の回避や
コミュニティへの貢献という側面で，極端に劣ってい
る状況ともつながっている。そして全体として自分た
ちのことを特段重視するわが国の消費者の姿が浮かび
上がってくる。
4．消費者の社会的責任消費と消費者啓発の必要性
（1）社会的責任消費
先に，全体として自分自身のことを特に重視するわ
が国の消費者の姿を浮かび上がったが，一方で，自ら
の消費を世界全体の消費の中で位置づけるという消費
行動の萌芽も指摘されるようになった。それが環境保
全や途上国の産品を適正な価格で購入する消費者の行
動である社会的責任消費（SRC : Socially Responsible
Consumption）というとらえ方である12）。これは詳し
くいうと，「法令遵守や雇用問題，人権問題，消費者
対応，社会や地域への貢献などの社会・倫理面および
環境面から，企業を評価・選別し，商品を購入する消
費運動」13）である。そして SRCは，われわれの消費行
為が社会的，経済的，政治的，環境的諸問題に深く関
係していることの自覚からはじまる14）。つまり，消費
者自身の消費を社会的な視野から観察することが重要
となる。また，われわれの消費自体が，さまざまな問
題と結びついていることを意識した消費行動も一部で
ある。特に最近 10年で性別，年齢を問わず，環境保
護に配慮して商品を購入する消費者が増加しており，
そのような「日々の買い物を通じて環境や貧困解決に
役立ちたいという消費行動の拡大は ethical消費や社
会的責任消費の名で呼ばれつつある」15）ことが指摘さ
れている。この背景には，「国に多くを期待できない
が，浮き草のようにも生きられない。消費者は犠牲に
ならない程度に個と社会を両立させる方法を探ってい
る」（博報堂生活総合研究所・嶋本達嗣所長）という
指摘そのものであろう16）。
（2）フェアトレードに対する消費者啓発の必要性
先進国において，フェアトレードが浸透し，フェア
トレードで調達した商品が小売店の店頭に並び，その
結果として，途上国の生産者の生活が次第に豊かにな
るためには，先進国の消費者の意識から変化させるこ
とも 1つの方向性としてあげられるだろう。そのため
には，フェアトレード商品を消費する満足感を先進国
の消費者が得ることが重要である。ただ，消費者が，
食品であれば「おいしい」とか「健康によい」という
消費者自身の効用だけで満足するのではなく，誰が生
産し，どのような取引方法で製造業者・流通業者が調
達し，そして最終消費者である自らが消費しようとし
ているのか，消費したのかという次元の問題が重要と
なる。つまり，先進国の消費者が手にした商品の出自
を生産地だけではなく，どのように生産・取引され，
また消費されようとしているのかについて，思いを巡
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らせなければならないことを意味している。
また，地球環境問題は国や政府レベルの取り組みだ
けではなく，国民（消費者）自身の取り組みにおいて
みられたように，好奇心や情報摂取意欲が高く，経済
的にも中流以上の消費者が行動を起こしはじめたとこ
ろに，これまでの草の根レベルからの環境問題への対
応がみられた。それが企業行動を変化させ，国の環境
問題への対応を積極的にすすめる原動力となった。こ
のようなある程度の経済レベルのある消費者が，当面
の SRCの主役と考えることができる。さらには昨今
の「安全・健康志向」もフェアトレードの追い風であ
る。日本貿易振興機構（2006）によると，2005年の
わが国でのフェアトレード商品利用率は手工芸品 3．9
％，飲料・食品が 7．7％であるが，今後の利用意向で
は，それぞれ 34．5％，44．6％となり，消費者の半分
弱が関心を持つ成長分野である17）。したがって，大手
小売業者が取り扱うという流通チャネルの問題と，先
に取り上げたファッション性というデザインの問題が
解決すれば，急速に広まる可能性があるといえる。
（3）消費者啓発とその方向性
フェアトレードに関しては，最近では書籍や映画に
よって，かなり消費者啓発の機会が増加している。た
だ，わが国における消費者啓発活動について考える
と，その主体は国や地方自治体，業界団体がほとんど
である。またその内容は，わが国消費者の生活への直
接利害に関するものがほとんどで，昨今では「振り込
め詐欺」などに対しての啓発が中心となっている。わ
が国の消費（者）生活でのマイナス可能性を排除すると
いう点からは当然のことである。現在，わが国も世界
経済不況の中にあるが，やはり経済的に豊かな国であ
ることに変わりはない。それは 1日 1．25ドル以下で
生活している人々の数を考えただけでも明確である。
世界の貧困問題は，貧困に喘ぐ地域だけの問題では
なく，先進国も含まれた世界の問題である。だからこ
そ，フェアトレードに対するわが国において消費者啓
発の必要がある。消費者啓発の浸透程度については，
わが国の消費者は卑近な問題にはすぐに反応し，卑近
とはとらえられない問題には全く反応しない傾向があ
る。貧困問題はわが国の消費者には卑近とはとらえら
れない問題の典型といえる。
これまでわが国では消費者啓発主体は，国や地方公
共団体，業界団体が主であったが，その主体を民間企
業，特に大企業が主体となる場面を増加するべきであ
る。そして，貧困問題は遠い世界の問題ではなく，わ
れわれ消費者の生活に非常に身近な問題であると，卑
近さを訴求する必要がある。そこでは貧困問題がわれ
われの生活に及ぼす影響について訴え，現在のわれわ
れの消費に対する意識変更を迫る必要がある。
5．まとめ
現在の世界における貧困問題の存在は，援助だけで
は限界があるのは誰の目から見ても明らかである。そ
れは単なる「富の分割」に他ならないためである。そ
こで，先進国の国民の責任としての SRC概念の浸透
に努力すべきであり，その浸透過程においては，これ
まで CSRや SRIの概念浸透が進み，行動として現れ
るようになったことからのインプリケーションが多く
あるだろう。
フェアトレードへの取り組みを実践し，より拡大さ
せていくためには，先進国の企業だけではなく，途上
国の生産者，貧困層と協同で，イノベーションを起こ
す必要がある。先進国の企業も，ベンチャー企業だけ
ではなく，大企業が率先して取り組む必要性があろ
う。そして，貧困層と積極的に関わることで，製品や
サービスを提供する企業も利益を獲得することが可能
になる。まさに BOPマーケティングの将来性はここ
にあるといえる。そこには，機会主義的な取引を行う
だけではなく，途上国の生産者，先進国の製造業者，
流通業者がともに持続可能な成長の機会を得ることが
できる契機となろう。
一方で，われわれ先進国の消費者が「消費」という
ことについてあらためて考え直さなければならない場
面もある。そこではわれわれの消費は「パーソナルで
はなくパブリックなもの」としてとらえる視点が必要
ということにもなろう。そのため，このような問題に
対して，消費者啓発主体を拡大する必要があり，国，
地方自治体，業界団体だけではなく，個別企業も取り
組む必要，特に大企業が取り組む責任がある。現在，
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「貧困層」を消費者にするための取り組みは始まった
ばかりで，すぐにその効果が出る問題でもない。しか
し，わが国の消費者へフェアトレード，SRCの概念
を浸透，さらにはその実践によって，その一歩となる
のではないだろうか。BOPマーケティングの実践に
おいては，貧困層が生産した製品を適切な価格で購入
するという，先進国の住民の意識改革という地道な消
費者啓発活動からはじめられるべきであろう。BOP
マーケティングという新しい分野をあつかった本研究
は，まだ開始地点であり今後の課題も多い。特に先進
国の消費者啓発の視点から，消費者の卑近ではない問
題について，いかに消費者意識を高揚させていくかと
いう課題に取り組む必要があると認識している。
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